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研究成果の概要（和文）：大学発ベンチャー企業を担い手とするイノベーション創出を可能にする地域エコシス
テムの構築について、日米という文化や歴史も大きく違う両国において、成功した地域においてはインフルエン
サーが大きく貢献した事実を明らかにしえた。さらに、地域エコシステム構築を地域における新たな制度（＝
Small iと定義される）構築という観点から整理し、その具体的な構築モデルを提示するとともに、新たな制度
を構築する前に既存制度に組み込まれ、イノベーション創出に失敗する陥穽の存在を明らかにすることができ
た。

研究成果の概要（英文）：From this research project, while there are big differences in their 
cultures and histories between the US and Japan, I can clarify the fact that the Influencer plays 
the critical role to build the Regional Ecosystem successfully enabling innovation creation through 
the University Startups. Furthermore, I categorize the Regional Ecosystem as the building the new 
institution (defined as Small i) in the Region and propose the workable building model of Small i 
with showing the trap to be incorporated in an existing institution before completing Small I 
successfully.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
学術的には、エコシステム論を制度構築論に転換し、政策的概念規定を使用することを可能にしたこと、及び新
制度学派における「鉄の檻」といった硬直的な制度概念に対し、R・スコットの組織フィールド論（＝新たな制
度に向け組織が競合するという分析視角）における制度構築の具体的なモデルを提起した点に意義がある。併せ
て、世界的に注目されながら成功事例が乏しい地域エコシステム構築の具体的な条件とプロセスを明示し、各地
域がエコシステム構築に際して、参照可能なモデルを提示しえた点に社会的意義があるといえる。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 

本研究を開始する時期においても、イノベーション創出による地方創生は日本経済再生

の最重要課題だと看做されていた。だが、未だ実現可能性の高いモデルを提示しえない、

という問題が生じていた。とはいえ、イノベーション創出をハイテク産業形成に繋げ、地

方創生を図り、その総和としての日本経済を再生させようとする試み（＝大学発ベンチャ

ー企業支援政策）は既に 1990年代末から始められており、この政策の検証を抜きにしては、

現在のイノベーション創出による地方創生策の可否を判定することはできない。しかも、

その原点はアメリカにあった。 

1970年代に激化したスタグフレーションからアメリカ経済を再生させるため、スタグフ

レーションのもとでも経済成長していたシリコンバレーの「複製（＝Clone）」を全米に拡

散しようとした Cloning Silicon Valley政策が導入され、試行錯誤を経て、各地域が成果を

上げ始めた。その結果、1990年代半ば以降、アメリカ経済は「独り勝ち」と揶揄されるほ

どの回復を示していたのである。ITや BTといった Deep Technologyの商業化は破壊的イ

ノベーションの創出となり、テキサス州オースティン市などではハイテク産業が形成され、

地域経済は新たな発展を見せ始めたことが背景となっていた（西澤他著『ハイテク産業を

創る地域エコシステム』有斐閣、2012年）。1990年代末、日本経済は、バブル崩壊から立

ち直れず、「失われた 10年」が懸念されるなか、通産省を中心にした当時の政策担当者は、

こうしたアメリカ経済の復活と新たな地域経済の再生を踏まえ、Cloning Silicon Valley政策

を USモデルと看做して、1990年代末以降に日本に導入・実施したのである。両政策を体

系的に整理して、比較してみれば、その類似性は一目瞭然だと言える（下図を参照された

い）。 

 

但し、これまでの一連の研究を通じて指摘してきたように、US モデルを構成する各政

策においても重大な欠落が存在しただけでなく（西澤他著前掲書、及び西澤・大滝編著『大

学発ベンチャー成功の条件－「鶴岡の奇蹟」と地域 Ecosystem－』創成社、2014 年、西澤

昭夫「日本版 SBIR 再生に向けて」東洋大学系学部編『現代経営学研究の潮流』中央経済

社、2016年）、体系的に見た場合、国の政策（＝Capital I）と地方制度（＝Small i）の関係

において、日米では真逆の対応となっていた。Cloning Silicon Valley政策において、連邦と

州・地方の政策が明確に区分され、連邦はマクロ政策を実施しつつも、地域政策について



は地域主導（＝ローカル・イニシャティブ）を俟ったのに対し、わが国では、地域政策に

ついても、政府が主導するという、政策対応がみられたのである。日米の類似政策におい

て、国と地方の関係が真逆になった原因は、地域主導の有無にあったといえる。 

 連邦制度のもと、州・地方の自立性が強く、Cloning Silicon Valley政策も、先行した Silicon 

Valleyの Cloneを全米に拡散させるため、連邦は、産学技術移転制度の創設、IPOを含む

ベンチャー企業向け未上場企業投資市場の創設・拡充、さらに、この両政策を繋ぎ、大学

発技術の商業化に向けた Public Procurement for Innovationを狙った SBIR政策の導入とった、

Deep-tech Venturing支援の 3点セットを Capital Iとして実施し、Deep-tech Venturingを可能

にする大学発ベンチャー企業の育成支援策となる地域エコシステムとしての Small iの構

築を促したのである。 

これに対し、地域主導の成功事例が存在しない日本では、マクロ政策に実効性を与える

ためにも、地域支援策まで政府が主導せざるをえなかったのである。だが、地域エコシス

テムは完成形態において類似性を持つ反面、その構築過程においては、各地域の資源や条

件に左右されつつ、多様なプロセスを辿らざるをえないことから、地域主導にならざるを

えない必然性が指摘されていた（Feldman, M., et al, “Creating a Cluster While Building a Firm” 

Regional Studies, Vol. 39, No. 1, 2005, p.137）。 

 ただ、こうした政府主導の USモデル導入を受けて、日本においても地域エコシステム

を構築したことにより、10年足らずの間に全く実績の無かった地方都市から大学発バイオ

ベンチャー企業の IPOが実現することになった。「鶴岡の奇蹟」である（西澤・大滝編著

前掲書）。この事例をテキサス大学オースティン校付属 IC2のセミナーで報告したところ

（2015年 3月 9日“Research Seminar on building a regional innovation ecosystem in Japan”）、イ

ンフルエンサー概念を導出した D・ギブソン教授から、「鶴岡の奇蹟」はオースティンモデ

ルの再現であり、元市長はインフルエンサーとして規定しえる。ただ、市長という政治家

がインフルエンサー機能を果たした点は極めて特異であり、是非、両事例の詳細な比較検

討をしたいという申し出があった。本研究は、こうした申し出に対応して、Ｄ・ギブソン

教授と協力して、「鶴岡の奇蹟」を主導した元市長をインフルエンサーと規定したうえで、

日米比較研究を通じ、その普遍性と特異性を検証することを課題としたのである。 
 
２．研究の目的 

本研究は、イノベーション創出による地方創生の稀有な成功事例となっていた「鶴岡の

奇蹟」、これを主導した元市長をインフルエンサーと規定し、インフルエンサー導出の母国

であるアメリカの事例との比較検討を通じ、その普遍性と特異性を究明することを課題と

する。本研究により、1．地域 Eco-system構築モデルの適用可能性を確定しえる、2．イン

フルエンサー機能の重視論者に対して、その出現過程が「メカニズムとして解明できてい

ない」（山田仁一郎著『大学発ベンチャーの組織化と出口戦略』2015年、170ページ）とい

う批判に対して、明快な回答を提示する、3．わが国の喫緊の課題であるイノベーション創

出を通じた地方創生の実現に向けた具体的なモデルを提示することを研究目的とした。 

 
３．研究の方法 

本研究の実施については、インフルエンサー概念を導出したテキサス大学オースティン

校付属 IC2の D・ギブソン教授との共同研究により、日米のインフルエンサーに関する事

例について、詳細な比較検証を行う。その際、オースティンにおけるインフルエンサーで

ある G・コズメツキー教授の活動をモデルと看做し、「鶴岡の奇蹟」を主導した元市長との



比較研究、及びその出自や役割を明らか異にすることにより、日本におけるインフルエン

サー出現のメカニズムとその普遍性と日本的な特異性を究明する。 
 
 
４．研究成果 
本研究を通じて、（1）日米という文化も歴史の大きく異なる両国において、大学における先

端的研究成果である Deep Technology の商業化を大学発ベンチャー企業が担い破壊的イノベー

ション創出を可能にする地域エコシステム構築に成功した地域においては、インフルエンサー

が大きく貢献した事実を明らかにしえた。 

（2）地域エコシステム構築プロセスを 3段階モデルに纏め、Deep Technologyを生み出すた

めの大学制度の変化と研究モードの多様化、Deep Technologyの商業化を担う大学発ベンチャー

企業を「二重の創業リスク」によって概念規定し、「二重の創業リスク」のシェアと軽減化とい

う地域における支援組織の機能を明らかにした。 

 （3）地域エコシステム構築を地域における新たな制度（＝Small iと定義される）構築とい

う観点から整理し、インフルエンサーがこの過程を如何に構築しつつ、時間を掛けて（＝日米

の成功例から最低でも 10年掛かる）成功事例を生み出し、制度を構成する「認知的」「規範的」

「規制的」支柱を獲得していくか、具体的なメカニズムを明らかにすることができた。併せて、

新たな制度を構築する前に既存制度に組み込まれ、イノベーション創出に失敗する陥穽の存在

を明らかにすることができた。 

 

 (4)インフルエンサーを中心にした地域エコシステム構築とその地域における Small i として

の制度化の条件とプロセスを明らかにしたことにより、制度改革が既存制度に同型化（＝

Institutional Isomorphism）圧力の作用により失敗するといった新制度学派に対して、組織フィー

ルド論の観点から制度改革の可能性と動態分析を行おうとした R・スコット教授のモデルに対

して、具体的な条件を提示することができた。具体的に言えば、下図のアクターがインフルエ

ンサーとして、目的に適う新たな組織を「創案」し、組織フィールドに参入することになるが、

既存組織と直ちに競合するのではなく、既存組織の然るべき個人をセカンドレベル・インフル

エンサーにし、非公式なネットワークを組成しつつ、インフルエンサーの新組織への資源供与

を行って貰う。これが「交渉」の具体的内容となる。その結果成功事例を生み出すことにより、

「本質的活動」としての承認により、「社会制度」になるプロセスを明示できたと言える。 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (5)本研究を通じて、地域エコシステムの構築が如何に困難な条件とプロセスを要するかを具

体的に明らかにしえたが、インフルエンサーとして機能しえる人物の育成と出現の難しさと地

域住民の意識向上も不可避なることを明らかにしえた。こうした条件を地域で共有することに

より、インフルエンサー機能を実務的に果たしつつ、Small iとしての地域エコシステム構築の

具体的な戦略も明らかにできたように思われる。 
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